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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成が、質量％で、
　　　　　　　Ｃ：０．０５～０．３０％、
　　　　　　Ｓｉ：０．２～２％、
　　　　　　Ｍｎ：０．７～４．０％、
　　　　　　　Ｐ：０．０３％以下、
　　　　　　　Ｓ：０．０１５％以下、
　　　　　　　Ｎ：０．００７％以下、
　　　　　　　Ｏ：０．００５％以下
を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、組織中に相分率５体積％以上の残留
γ相を有し、残部が低温変態相とフェライトからなることを特徴とする拡管性に優れる油
井用継目無鋼管。
【請求項２】
　前記組成に加えて、さらに、質量％で、
　　　　　　Ａｌ：０．０６％以下、
　　　　　　Ｃｒ：０．０５～１％、
　　　　　　Ｎｉ：０．０５～２％、
　　　　　　Ｃｕ：０．０５～１％、
　　　　　　Ｎｂ：０．００５～０．２％、
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　　　　　　　Ｖ：０．００５～０．２％、
　　　　　　Ｔｉ：０．００５～０．２％、
　　　　　　Ｍｏ：０．０５～０．５％、
　　　　　　　Ｂ：０．０００５～０．００３５％、
　　　　　　Ｃａ：０．００１～０．００５％
のうち１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１記載の拡管性に優れる油
井用継目無鋼管。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、油井あるいはガス井（以下、単に「油井」と総称する）に用いられる油井用
継目無鋼管に関し、さらに詳しくは、井戸の中にて拡管加工し、ケーシングやチュービン
グとしてそのまま使用することのできる引張強さ６００ＭＰａ以上、降伏比８５％以下の
拡管性に優れる油井用継目無鋼管に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、油井掘削の低コスト化への要求から、井戸中での押拡げ加工による拡管を用いた
工法が開発されてきた（例えば特許文献１、２参照）。この工法いわゆる拡管埋設工法に
よれば、坑井内においてケーシングを半径方向に膨張させることで、多段構造になったケ
ーシング毎の直径を小さく抑え、結果として坑井上部のケーシングサイズを小さく抑えう
るから、井戸の掘削にかかるコストを削減できる。
【０００３】
　かかる拡管埋設工法においては、鋼管は、拡管による加工を受けた状態のままで油やガ
スの環境に曝されるため、加工後に熱処理を加えることができず、冷間での拡管加工を受
けたままでの耐食性が要求される。この要求に応えるために、質量％で、Ｃ：０．１０～
０．４５％、Ｓｉ：０．１～０．５％、Ｍｎ：０．１０～３．０％、Ｐ：０．０３％以下
、Ｓ：０．０１％以下、ｓｏｌ．Ａｌ：０．０５％以下およびＮ：０．０１０％以下を含
有し、残部はＦｅおよび不純物からなり、さらに、拡管加工前の鋼管の強度（降伏強度Ｙ
Ｓ（ＭＰａ））と結晶粒径（ｄ（μｍ））とが(１)式：ｌｎ（ｄ）≦－０．００６７ＹＳ
＋８．０９、の関係を満たす、拡管加工後の耐食性に優れた拡管用油井鋼管、および同鋼
管において、Ｆｅの一部に代えて、（Ａ）質量％で、Ｃｒ：０．２～１．５％、Ｍｏ：０
．１～０．８％、Ｖ：０．００５～０．２％の１種または２種以上、（Ｂ）質量％で、Ｔ
ｉ：０．００５～０．０５％、Ｎｂ：０．００５～０．０３％の１種または２種、（Ｃ）
Ｃａ：０．００１～０．００５％、の一または二以上を含有するとしたものが特許文献３
に開示されている。
【０００４】
　また、特許文献４には、拡管により偏肉率が拡大して圧潰強度が低下するのを抑制する
ために、拡管前の偏肉率Ｅ０（％）を、３０/（１＋０．０１８α）以下（ただし、α（
：拡管率）＝（拡管後内径/拡管前内径－１）×１００）に制限すること、また、周方向
の拡大量の差が長さ方向の収縮量の差に転化して鋼管が曲がるのを抑制するために、偏芯
偏肉（１次偏肉）率（％）（＝｛（偏芯偏肉成分における最大肉厚－同最小肉厚）/平均
肉厚｝×１００）を１０％以下に制限することが開示されている。
【０００５】
　上記特許文献３、４では、造管後の電縫鋼管や継目無鋼管に、焼入れ‐焼戻し、あるい
は焼入れ（２回以上繰り返し）‐焼戻しといった処理を施す製造方法を好適とし、拡管率
３０％以下の範囲での実施例を開示している。
【特許文献１】特表平７－５６７６１０号公報
【特許文献２】国際公開公報ＷＯ９８/００６２６号公報
【特許文献３】特開２００２－２６６０５５号公報
【特許文献４】特開２００２－３４９１７７号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、さらなるコスト削減要求から、拡管率が３０％を超えるような押拡げ加
工に耐えうる安価な鋼管の要求がある。井戸内で鋼管の拡管率を従来の３０％よりもさら
に大きくすることができれば、さらにケーシングサイズを小さく抑えることができ、掘削
コストを削減できるからである。
【０００７】
　この要求に応えるために、本発明では、特許文献３、４に開示されたような焼入れ‐焼
戻し（Ｑ/Ｔ）処理によらず、圧延ままで、もしくは圧延後の冷却時の制御冷却、あるい
はより安価な熱処理によって、引張強度（ＴＳ）６００ＭＰａ以上の高強度でありながら
、拡管率３０％超の拡管加工に対し優れた拡管性を示す、拡管性に優れる油井用継目無鋼
管を提供することを目的とする。
【０００８】
　ここで、拡管性とは、拡管時に不均一変形を生じないで拡管可能な限界拡管率で評価す
ることとし、本発明中では具体的には、拡管後の偏肉率が拡管前の偏肉率＋５％を超えな
い拡管率とした。
【０００９】
　拡管率（％）＝〔（拡管後の管の内径－拡管前の管の内径）/拡管前の管の内径〕×１
００
　偏肉率（％）＝〔（管の最大肉厚－管の最小肉厚）/管の平均肉厚〕×１００
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記目的を達成するために鋭意検討した結果、素材の鋼組成を低Ｃ‐高
Ｓｉ‐高Ｍｎ系とし、かつ残留オーステナイト（残留γ）相分率を５体積％以上とするこ
とで、低ＹＲでかつ均一伸びに優れる鋼管となり、とくに不均一変形が抑制されることか
ら、上記目的が達成できることを見出した。とくに残留γ相分率を８体積％以上とすると
、より優れた拡管性を示すこともわかった。
【００１１】
　これらの理由の詳細は明らかではないが、残留γ相分率を５体積％以上とすることで、
残留γの加工歪誘起変態により加工硬化率が高くなり、押拡げ加工では薄肉部がまず加工
硬化により厚肉部と同等以上の変形強度となり、続いて厚肉部の変形を促し、加工率の均
一化がはかられたものと推察される。一方、Ｑ/Ｔ材などの高ＹＲ低加工硬化率の単相鋼
では薄肉部の変形が押拡げ加工と共に優先的に進行して、早期に限界拡管率に達するもの
と推察される。
【００１２】
　本発明は、これらの知見に基づいてなされたものであり、その要旨は以下のとおりであ
る。
（発明項１）　組成が、質量％で、
　　　　　　　Ｃ：０．０５～０．３０％、
　　　　　　Ｓｉ：０．２～２％、
　　　　　　Ｍｎ：０．７～４．０％、
　　　　　　　Ｐ：０．０３％以下、
　　　　　　　Ｓ：０．０１５％以下、
　　　　　　　Ｎ：０．００７％以下、
　　　　　　　Ｏ：０．００５％以下
を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、組織中に相分率５体積％以上の残留
γ相を有し、残部が低温変態相とフェライトからなることを特徴とする拡管性に優れる油
井用継目無鋼管。
（発明項２）　前記組成に加えて、さらに、質量％で、
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　　　　　　Ａｌ：０．０６％以下、
　　　　　　Ｃｒ：０．０５～１％、
　　　　　　Ｎｉ：０．０５～２％、
　　　　　　Ｃｕ：０．０５～１％、
　　　　　　Ｎｂ：０．００５～０．２％、
　　　　　　　Ｖ：０．００５～０．２％、
　　　　　　Ｔｉ：０．００５～０．２％、
　　　　　　Ｍｏ：０．０５～０．５％、
　　　　　　　Ｂ：０．０００５～０．００３５％、
　　　　　　Ｃａ：０．００１～０．００５％
のうち１種または２種以上を含有することを特徴とする発明項１記載の拡管性に優れる油
井用継目無鋼管。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、拡管率が３０％を超える場合であっても拡管性に優れるＴＳ６００Ｍ
Ｐａ以上の鋼管を安価に供給できるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　まず、鋼管の組成を上記のように限定した理由を説明する。組成の成分比率（成分含有
量）は質量％で表され、％と略記される。また、（％Ｘ）は成分Ｘの質量％数値を表す。
【００１５】
　Ｃ：０．０５～０．３０％
残留γ相を形成するためには高Ｃほど有利となるが、Ｃが０．３０％を超えると強度‐靭
性バランスが劣化する。一方、Ｃが０．０５％未満では残留γ相の形成が困難となる。よ
ってＣは０．０５～０．３０％とする。好ましくは０．０８～０．２０％である。
【００１６】
　Ｓｉ：０．２～２％
一般的にＳｉは脱酸剤として添加され、強度上昇にも寄与しうるが、本発明においては残
留γ相を制御冷却や二相域熱処理によって有利に形成させるために０．２％以上の添加が
必要である。とくに制御冷却時にはＣのγ相への濃化を促進し、残留γ相形成に有利に働
く。一方、２％を超えて添加してもその効果は飽和するばかりか、熱間加工性が著しく劣
化するから２％以下とする。好ましくは０．５～１．５％である。
【００１７】
　Ｍｎ：０．７～４．０％
Ｍｎは残留γ相の形成に重要で、低Ｃ、高Ｓｉとの複合下で０．７％以上含有することで
、制御冷却や二相域熱処理時にγ相へ濃化して５体積％以上の残留γ相分率を効率的に達
成させる。ただし、４．０％を超えて添加すると偏析が多くなり靭性や拡管性を低下させ
る。よってＭｎは０．７～４．０％とする。好ましくは１．０～３．５％である。
【００１８】
　Ｐ：０．０３％以下
Ｐは鋼中に不純物として含まれ、粒界偏析しやすい元素であり、０．０３％を超えて含有
すると粒界強度を著しく低下させ靭性が低下する。よってＰは０．０３％以下に規制する
。好ましくは０．０１５％以下である。
【００１９】
　Ｓ：０．０１５％以下
Ｓは鋼中に不純物として含まれる元素で主にＭｎ系硫化物の介在物として存在する。０．
０１５％を超えて含有すると粗大で伸展した介在物として存在し、靭性や拡管性が著しく
低下する。よってＳは０．０１５％以下に規制する。好ましくは０．００６％以下である
。また、Ｃａによる介在物の形態制御も有効である。
【００２０】
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　Ｎ：０．００７％以下
Ｎは鋼中に不純物として含まれる元素であるが、０．００７％を超えて含有すると粗大窒
化物を形成して靭性や拡管性が低下する。よってＮは０．００７％以下に規制する。好ま
しくは０．００５％以下である。
【００２１】
　Ｏ：０．００５％以下
Ｏは鋼中に介在物として存在する。０．００５％を超えて含有すると介在物が凝集して存
在しやすくなり靭性や拡管性が低下する。よってＯは０．００５％以下に規制する。好ま
しくは０．００３％以下である。
【００２２】
　以上の元素に加え、必要に応じて以下の元素を添加してもよい。
【００２３】
　Ａｌ：０．０６％以下
Ａｌは必要に応じて脱酸剤として使用されるが、０．０６％を超えて添加するとその効果
が飽和するばかりか、アルミナ系介在物が増加して靭性や拡管性が低下するので、添加す
る場合は０．０６％以下とするのが好ましい。
【００２４】
　Ｃｒ：０．０５～１％
Ｃｒはパーライトの形成を抑制し、低温変態相の形成に寄与し、また低温変態相の変態点
低下に伴う硬質化による高強度化にも寄与する。もっとも０．０５％未満では効果が得ら
れず、一方、１％を超えて添加しても効果が飽和するため、０．０５～１％とするのが好
ましい。
【００２５】
　Ｎｉ：０．０５～２％
Ｎｉは、強度、靭性、耐食性を向上させるのに有効な元素である。また、本発明において
は、Ｍｎと同様に制御冷却時や二相域熱処理時にγ相に濃化して残留γ相の形成にも大き
く寄与する。またＣｕを添加した場合には熱間圧延時のＣｕ割れを防止するのに有効であ
る。これらの効果は０．０５％以上の添加で発揮されるが、一方、高価である上、過剰に
添加してもその効果が飽和するため、０．０５～２％とするのが好ましい。Ｃｕ割れの観
点からは、（（％Ｃｕ）×０．３）％以上添加するのが好ましい。
【００２６】
　Ｃｕ：０．０５～１％
Ｃｕは、強度、耐食性を向上させるために添加する。その効果は０．０５％以上の添加で
発揮されるが、一方、１％を超えると熱間脆化を引き起こしやすく、また靭性も低下する
ので、０．０５～１％とするのが好ましい。
【００２７】
　Ｎｂ：０．００５～０．２％
Ｎｂは、パーライトの形成を抑制し、低温変態相の形成に寄与するほか、炭窒化物の形成
により高強度化に寄与する。しかし、０．００５％未満では効果が得られず、一方、０．
２％を超えて添加しても効果が飽和するので、０．００５～０．２％とするのが好ましい
。
【００２８】
　Ｖ：０．００５～０．２％
Ｖは、炭窒化物を形成して組織の微細化と析出強化により強度を上昇させる効果があるが
、０．００５％未満ではその効果が不明瞭であり、一方、０．２％を超えて添加すると効
果が飽和し、連鋳割れ等の問題も引き起こすため、０．００５～０．２％とするのが好ま
しい。
【００２９】
　Ｔｉ：０．００５～０．２％
Ｔｉは、強い炭窒化物形成元素であり、Ｎ当量である（（％Ｎ）×４８/１４）％程度の
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添加でＮ時効を抑制し、またＢ添加がある場合はＢが鋼中ＮによりＢＮとして析出固定さ
れ、その効果が抑制されないように添加してもよい。さらに添加することで微細な炭化物
を形成して強度を増加させる。０．００５％未満では効果はなく、とくに（（％Ｎ）×４
８/１４）％以上添加するのが好ましい。ただし、０．２％を超えると、粗大な窒化物を
形成しやすく、靭性や拡管性が劣化するため、０．２％以下とするのがよい。
【００３０】
　Ｍｏ：０．０５～０．５％
Ｍｏは、固溶と炭化物形成とにより常温および高温での強度を上昇させる効果があるが、
０．５％を超えるとその効果が飽和するばかりか高価となるので、０．５％以下とするの
が好ましい。なお、強度上昇効果を発揮するには０．０５％以上の添加が好ましい。
【００３１】
　Ｂ：０．０００５～０．００３５％
Ｂは、粒界強化元素として粒界割れを抑制して靭性向上に寄与する。その効果を発揮する
には０．０００５％以上が好ましく、一方、過剰に添加してもその効果は飽和するので０
．００３５％以下とするのが好ましい。
【００３２】
　Ｃａ：０．００１～０．００５％
Ｃａは、介在物の形態を球状に制御することを目的に添加され、その効果は０．００１％
以上で発揮されるが、０．００５％を超えると飽和するので、０．００１～０．００５％
とするのが好ましい。
【００３３】
　次に、鋼管の組織の限定理由を説明する。
【００３４】
　拡管性に有効な低ＹＲと均一伸びを確保し、不均一変形を抑制するためには、鋼管の組
織中に５体積％以上の相分率で残留γ相が形成されている必要がある。他の相は特に限定
しないが、ＴＳ６００ＭＰａ以上を確保するために、残留γ相と低温変態相の相分率の総
和が５０体積％以上であることが好ましい。なお、残留γ相分率が８～２０体積％である
と、とくに良好な拡管性が得られるので、さらに好ましい。
【００３５】
　ここで、低温変態相としては、ベイナイト、マルテンサイト、ベイニティックフェライ
ト（アシキュラーフェライトと同義）などが挙げられる。また、残留γ相と低温変態相を
除いた残部組織は、主にフェライトである。パーライトやセメンタイトは強度‐靭性バラ
ンスの観点から好ましくない。
 
【００３６】
　次に、本発明では、本発明に規定される組成および組織が達成されさえすれば、製造方
法に特段の限定はないが、生産性などの面で良好な製造方法について説明する。
【００３７】
　上記した組成の溶鋼を、転炉、電気炉など公知の溶製方法にて溶製し、連続鋳造法、造
塊法等の公知の鋳造方法によりビレット等の鋼管素材とすることが好ましい。なお、連続
鋳造法等によりスラブとし、該スラブを圧延によりビレットとしてもよい。
【００３８】
　また、介在物低減の観点から、製鋼‐鋳造時に介在物の浮上処理や凝集抑制などの低減
対策をとることが好ましい。また、連続鋳造時の鍛圧や均熱保持炉での加熱処理により、
中心偏析の低減をはかってもよい。
【００３９】
　次いで、得られた鋼管素材を加熱し、通常のマンネスマン‐プラグミル方式、あるいは
マンネスマン‐マンドレルミル方式の製造工程を用いて熱間加工造管して、所望の寸法の
継目無鋼管とする。
【００４０】
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　本発明に係る組成になる低炭素低合金鋼では、圧延ままで十分な残留γ相を得ることは
困難であり、またＱ/Ｔ処理でも得られない。
【００４１】
　残留γ相を得る方法としては、圧延後の冷却時もしくはノルマ熱処理の冷却時に、（α
/γ）二相域への急冷と、二相域内での徐冷もしくは保持によるＣのγ相への濃化後、さ
らに急冷を行う制御冷却を施す方法がある。
【００４２】
　また、より簡単に残留γ相を形成させる方法としては、ノルマ熱処理時の加熱温度を（
α/γ）二相域とし、γ相に十分にＣやＭｎ、Ｎｉ等のγ安定化成分を濃化させ、これを
急冷する方法が挙げられる。この方法では、相分率の制御もしやすく、強度や特性の管理
上好ましい。
【００４３】
　もちろん、これらの好適処理の前に、通常のノルマ熱処理を行って材質特性の均質化や
組織の微細化をはかっても、好適処理の残留γ相形成効果は変わらない。
【００４４】
　また、二相域加熱の前処理としてＱ処理を施すことにより、二相域加熱時の組織を微細
化かつ均質化させることも、特性上好ましい。
【実施例】
【００４５】
　表１に示す組成の鋼を真空溶解にて１００ｋｇ鋼塊に鋳造し、熱間圧延にてビレットと
し、モデルシームレス圧延機により熱間加工して造管し、外径４ｉｎ（１０１．６ｍｍ）
、肉厚０．２６２ｉｎ（６．６５ｍｍ）の継目無鋼管とした。
【００４６】
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【表１】

【００４７】
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　これらの鋼管に残留γ相を形成させるための熱処理を施した。この熱処理のヒートパタ
ーンは、図１に示す（ａ）制御冷却パターンまたは（ｂ）二相域熱処理パターンであり、
モデル冷却装置にてシミュレーションした。一部のサンプルにはこれら熱処理の前に、９
４０℃×１５ｍｉｎ加熱後、５℃/ｓ以上の冷却速度で冷却する前処理を施した。このと
きＡ１およびＡ３は以下の簡易実験式により得られる値を用いた。
【００４８】
　Ａ３（℃）＝９１０－２３０×√（％Ｃ）＋４４．７×（％Ｓｉ）－３０×（％Ｍｎ）
－１５．２×（％Ｎｉ）－２０×（％Ｃｕ）－１１×（％Ｃｒ）＋３１．５×（％Ｍｏ）
＋１０４×（％Ｖ）＋７００×（％Ｐ）＋４００×（％Ａｌ）＋４００×（％Ｔｉ）
　Ａ１（℃）＝７２３＋２９．１×（％Ｓｉ）－１０．７×(％Ｍｎ)－１６．９×（％Ｎ
ｉ）＋１６．９×（％Ｃｒ）
　また、これらの鋼管の一部には次のノルマ処理またはＱ/Ｔ処理の熱処理を行った。
ノルマ処理：８９０℃×２０ｍｉｎ加熱後空冷
Ｑ/Ｔ処理：９２０℃×２０ｍｉｎ加熱後水冷→４３０～５３０℃×３０ｍｉｎ焼戻し
　各熱処理後の鋼管について、残留γ相分率をＸ線回折強度比にて定量し、光学顕微鏡お
よびＳＥＭ（走査型電子顕微鏡）観察により組織形態を調査し、さらに引張特性、拡管性
を調査した。
【００４９】
　ここで、引張試験はＪＩＳ　Ｚ　２２４１に規定された引張試験方法に準じて試験し、
試験片はＪＩＳ　Ｚ　２２０１に規定されたＪＩＳ　１２Ｂ号試験片を用いた。
【００５０】
　拡管性は、拡管時に不均一変形を生じないで拡管可能な拡管率（限界拡管率）で評価し
、具体的には拡管後の偏肉率が拡管前の偏肉率＋５％を超えない拡管率とした。偏肉率は
管の横断面につき、それぞれ２２．５°間隔の１６箇所を超音波肉厚計で測定して求めた
。
【００５１】
　拡管試験は、図２に示すように、鋼管１内に鋼管１の拡管前内径Ｄ０よりも大きい種々
の最大外径Ｄ１をもつプラグ２を装入してプラグ引き抜き方向３に機械的に引き抜くこと
で鋼管径が押拡げられる押拡げ加工方法により行い、拡管前後の平均内径より拡管率を求
めた。
【００５２】
　これらの調査結果を表２に示す。なお、表２の引張特性において、ＹＳは降伏強さ、Ｔ
Ｓは引張強さ、ＹＲは降伏比（＝ＹＳ/ＴＳ(×１００％)）、ｕ-Ｅｌは均一伸び、Ｅｌは
全伸びである。表２より、本発明によれば、限界拡管率が４５％以上になる優れた拡管性
が得られ、かつＹＲが６５％以下の拡管負荷の小さい鋼管が得られることがわかる。
【００５３】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
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【００５４】
　本発明は、油井（ガス井も含む）の掘削に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】残留γ相を形成させるための熱処理の例を示すヒートパターン図である。
【図２】鋼管の押拡げ加工方法を示す断面図である。
【符号の説明】
【００５６】
　１　鋼管
　２　プラグ
　３　プラグ引き抜き方向

【図１】 【図２】
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